
第二次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果案の概要 
 

 ３Ｒの取組の浸透や国民の意識の向上等により、目標を設定する物質フロー指標及び取

組指標のうち、いくつかの指標については平成 20 年度時点において目標を達成してい

る。一方、世界金融危機が影響している可能性も高く、循環型社会の構築に向けた国民の

行動などライフスタイルの変革についても取組率が低いものがある等 の課題がある。数値

目標の安定的な達成、維持を含め、質の面にも配慮し、循環型社会の構築が着実に進むよ

うに引き続き取り組んでいくことが重要である。 

 

１．物質フロー指標、取組指標の進捗状況  

 物 質 フロ ー指 標 に つい て は、 資源 生産

性 1、循環利用率 2、最終処分量 3のすべて

にお い て、 目標 に 向 けて 進 捗 し てお り、

平成 20 年度時点で目標を達成している

もの も ある 。 取 組 指 標に つ いて は 、 目 標

を達 成 した 指標 も あ る が 、 ライ フス タイ

ルの 変 革に 向け た 具 体的 な 行動 につ いて

は丌十分なものもある。  

指 標の 改 善 の 要 因 と し ては 、 ３ Ｒの 取

組の 浸 透や 国民 の 意 識の 向 上等 によ るも

のも あ る一 方で 、 世 界金 融 危機 の影 響を

大きく受けている可能性がある。 

こ のた め 、 数 値 目 標 の 安定 的 な 達成 、

維持 を 含め 、引 き 続 き取 組 を進 める 必 要

がある。 

                                            
1資 源 生 産 性 ＝ GDP／ 天 然 資 源 等 投 入 量 。産 業 や 人 々 の 生 活 が い か に も の を 有 効 に 利 用 し て い る か を 総 合 的 に 表 す 指 標 。 
2循 環 利 用 率 ＝ 循 環 利 用 量 ／ （ 循 環 利 用 量 ＋ 天 然 資 源 等 投 入 量 ） 。 経 済 社 会 に 投 入 さ れ る も の の 全 体 量 の う ち 循 環 利 用

量 の 占 め る 割 合 を 表 す 指 標 。  
3 最 終 処 分 量 ＝ 廃 棄 物 最 終 処 分 量 。  

輸出（120）

最終処分
（56）

輸入製品（48）

食料消費（97）

（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）

自然還元（85）

減量化（241）

施肥（16）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

（注）含水等 ： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

廃棄物等
の発生
（595）

国内資源
（1,125）

輸入
（800）

総物質
投入量
（2,138）

輸入資源
（752）

含水等（注）

（299）

天然資源等
投入量
（1,925）

循環利用量（213）

平 成 １ ２ 年 度 の 物 質 フ ロ ー 模 式 図  
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【 20 年 度 】  

36.1 

万 円 ／ ト ン  
【 12 年 度 】  

26.3 

万 円 ／ ト ン  

資 源 生 産 性  

数 値 は 更 に 精 査 中  
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【 20 年 度 】  

14.1% 

 
【 12 年 度 】  

10.0% 

 
【 20 年 度 】  

22 百 万 ト ン  

 
【 12 年 度 】  

56 百 万 ト ン  

循 環 利 用 率  

最 終 処 分 量  

輸出（181）

最終処分
（22）

輸入製品（57）

食料消費（91）

（単位：百万トン）

蓄積純増（660）

自然還元（86）

減量化（225）

施肥（18）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（487）

（注）含水等 ： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

国内資源
（683）

輸入
（809）輸入資源

（752）

天然資源等
投入量
（1,492）

総物質
投入量
（1,738）

含水等（注）

（277）

廃棄物等
の発生
（578）

循環利用量（245）



２．全体的評価と課題 

政府全体として、以下について重点を置きつつ、取組を推進することが必要である 。 

 

○ 土石系資源投入量を除いた資源生産性や化石性資源に関する資源生産性については改

善が見られないことから、 物質の「量」に着目した取組はもちろんのこと、 土石系以外

の資源生産性の向上など 「質」の面にも着目して循環型社会が構築するよう 検討を行う

こと。 

（ 参 考 ） 

 
27 年 度

目 標  

１ ２  

年 度  

１ ７  

年 度  

１ ８  

年 度  

１ ９  

年 度  

２ ０  

年 度  

 

12 年 度 比  

（ 補 助 指 標 ）  

土 石 系 資 源 投 入 量 を

除 い た 資 源 生 産 性  

万 円 ／ t ７ ７  ５ ８ ．３  ６ １ ．３  ６ ３ ．０  ６ ２ ．９  ６ １ ． 4 ＋ ５ % 

（ モ ニ タ ー 指 標 ）  

化 石 系 資 源 に 関 す る

資 源 生 産 性  

万 円 ／ t - 102 105 108 108 106 ＋ ３ ％  

 

○ 国民に分かりやすく情報提供を行いながら３Ｒの取組を進め、 再使用、再生利用でき

ない場合にはできるだけ効率的な形で廃棄物発電等の熱回収の取組を進め 、また、バイ

オマスの利活用の徹底を図 るなど、循環型社会と低炭素社会、自然共生社会の統合的取

組を進めること。 

 

○ 循環利用先の限界や社会のすう勢等を考慮し、長期的な視野に立って新しい循環型社

会の姿及び必要な政策の方向性の検討を進める こと。併せて、達成に必要な条件や評価

のための指標の検討を進めること。 

 

○ 発生抑制、再使用や循環資源を活用した製品の利用促進に係る施策については、さら

に取り組み、効果の見える化や国民が取り組みやすい仕組みの構築等を進めること。  

 

○ 地域循環圏の構築については、地方公共団体、事業者、NPO/NGO、住民等の関係者

のパートナーシップの構築を図り、モデル的な事業や先進事例の結果も踏まえつつ、適

切な支援のあり方等、 地域循環圏の高度化や更なる発展のための戦略的な方針を検討 す

ること。 

 

○ 循環型社会づくりを通じて、環境と成長の両立、グリーン・イノベーションによる、

「元気な日本」復活につなげること。日系静脈産業メジャーの育成とその海外展開支援、

国内静脈産業ビジネスの基盤強化など世界に通用する静脈産業の育成、支援を行うなど、

景気変動に左右されない強い循環型社会ビジネスを育成 すること。 

 

○ アジア３Ｒ推進フォーラムやＣＳＤ及び二国間協 力等の枠組み等を活用しながら、 ア

ジア、さらには世界の循環型社会の構築を進めていくこと。 


